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市町村居住支援協議会の設立目標
〇令和４年２月に策定した「長野県住生活基本計画」において、市町村居住支援協議会の
設立目標を設定。

【長野県住生活基本計画（R4.2策定）抜粋】

目標達成指標 

【指標 4-2】 

多様な住宅確保要配慮者の居住支援には、それぞれの特

性に応じた多様かつきめ細かな対応が必要であるため、居

住支援協議会を設立した市町村の人口カバー率を指標と

し、次のとおり目標値を定めます。 

●居住支援協議会を設立した市町村の人口 

カバー率 

令和 2 年度現状値 0.2 ％  

令和 12 年度目標値 40   ％  

 

 

 市町村居住支援協議会等を通じた居住支

援の促進 
5 

 
●地域の実情を踏まえたきめ細かな居住支援を実施するた

め、先進的な事例を示しながら市町村に居住支援協議会

の設立を働きかけるとともに、同協議会を通じて、住宅

確保要配慮者に対する居住支援の取組を推進します。 

●居住支援法人の設立を推進するとともに、居住支援法人

との連携により、効率的・効果的な居住支援体制の構築

に繋げます。 

 

住宅施策の展開 
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※県は市町村の居住支援協議会の設立を支援します。

〇市町村居住支援協議会の設立促進に取り組むため、
国土交通省「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」に
応募（令和４年度）。

住宅分野と福祉分野の連携によるワンストップ型支援体制
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～令和４年度の取組状況～



今後の取組方針

〇長野県住生活基本計画（R4.2策定）に基づき、
県は市町村に居住支援協議会設立を働きかけていく。
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連携体制・
居住支援協議会

働きかけ

〇建設事務所（整備・）建築課が働きかけの主体となり、
建築住宅課はそのサポートを行う。

〇全市町村同時に働きかけを行うのは負担が大きいため、
圏域ごとに対象市町村を決め、働きかけを行う。
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・説明・ヒアリング

・方針等の検討

・第１回 居住支援関係者会議

・第２回 居住支援関係者会議

・第３回 居住支援関係者会議

各地域での進め方イメージ

地域との調整

地域との調整

地域との調整

・主体を市町村へ移行

（関係者相互の顔の見える関係づくり）

（連携に向けた関係者の合意形成）

（地域課題の調査、地域資源掘り起こし）

（必要な取組の検討）

【現状の課題】
・県として、市町村に協議会設立のメリットを適切に伝えきれていない。
・市町村は居住支援協議会を設立することに負担を感じている。
・住宅確保要配慮者への属人的な支援となっている(住宅と福祉の連携不足)。
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（補足：情報共有）

住宅確保要配慮者のすまい探し協力店

〇長野県居住支援協議会(事務局:県建築住宅課)は、
令和５年４月から、民間賃貸物件探しにお困りの
住宅確保要配慮者に寄り添った対応を行う不動産
業者を「すまい探し協力店」として登録し、
県ホームページで公表する制度を開始。

〇登録店舗数：１４（令和５年６月３０日現在）

店頭掲示用ステッカー


